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（1）福祉医療機構の概要
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１ 設立
○ 平成15年10月1日
○ 独立行政法人福祉医療機構法を根拠法と
して設立

２ 主務大臣（主務省所管課等）
厚生労働大臣
社会・援護局福祉基盤課
医政局医療経営支援課
社会・援護局障害保健福祉部企画課
年金局資金運用課
労働基準局労災保険業務課

３ 資本金
4,943億円（全額政府出資金）
（平成31年4月1日現在）

４ 役職員数
284人
理事長､理事3人､監事2人（うち非常勤1人）
職員278人
（平成31年4月1日現在）

上記の資本金のうち、4,688億円については、
平成18年4月1日に年金資金運用基金の解散に伴い
承継した年金資金住宅融資等の貸付金債権を全額政
府出資金として受け入れたものである。

福祉医療機構の概要 経営理念（民間活動応援宣言）

福祉医療の専門機関として
地域力の向上に向け、
幅広く総合的に応援します

福祉医療貸付事業

福祉・医療施設の建築資金や
運営のための資金を融資

福祉保健医療情報ｻｰﾋﾞｽ事業
（WAM NET事業）

福祉医療関連の情報を幅広く
発信

年金担保貸付事業等
年金受給権を担保にした
生活上の一時的な資金を融資

心身障害者扶養保険事業
障害のある方が安心した
生活を送るための一助となる相互
扶助による保険

退職手当共済事業

社会福祉施設等でお勤めの方への
退職手当金を支給

社会福祉振興助成事業
助成事業を通じて

地域を支える福祉活動を支援

経営サポート事業

福祉・医療施設への経営セミナー
・コンサルティングによる経営支援

私たちは、国の政策効果が最大になるよう、地域の福祉と医療の向上を
目指して、お客さまの目線に立ってお客さま満足を追求することにより、
福祉と医療の民間活動を応援します。

独立行政法人福祉医療機構について

主に福祉施設建設時に、事業者に対して融資を実施 3
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経営サポート事業では、福祉・医療施設における経営の安定化と効率化、課題解決、
そして政策に即した取組みの推進等を実現するため、多様な取り組みを実施

経営サポート事業について
l 福祉・医療をテーマとした各種調
査やレポートを公表

l 法人・施設の経営状況をまとめた
経営分析参考指標を発行

l 法人・施設についての「簡易経営
診断」を実施

l 「経営分析プログラム」、「個別支援
プログラム」、「ガバナンス診断プロ
グラム」の３つのメニューを実施

l 最新の政策動向や法人・施設経営につ
いて、行政担当者や専門家、施設経営
者を講師に招きセミナーを開催

コンサルティング
事業

セミナー
事業

リサーチ
事業

4
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（2）保育所・認定こども園の経営状況
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578千円

サービス活動費用

サービス活動増減差額＝サービス活動収益（保育所運営費収益、補助金事業収益等）
－サービス活動費用（人件費、経費等）

【保育事業収益】
146,280千円

【経費】

【人件費】
107,940千円

【経費】27,462千円
・修繕費
・給食費
・保育材料費
・水道光熱費 等

【減価償却費】4,552千円

差額＝いわゆる利益
↓

サービス活動増減差額
（6,904千円）

【サービス活動収益】
146,858千円

【サービス活動費用】
138,018千円

保育所の収益と費用について（平成30年度・速報値）
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千円

サービス活動収益
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保育所・認定こども園（幼保連携型）の経営状況等の推移
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保育所の経営状況

H27
n=4,214

H28
n=4,401

H29
n=4,617

H30（速報値）
n=5,040

定員数 (人) 108.3 107.1 107.6 105.3
利用率 (％) 104.9 100.8 102.4 101.0

児童1人1日当たりサービス活動収益 (円) 103,430 108,980 111,602 115,141

1施設当たり従事者数 (人) 26.1 26.1 26.9 26.6
保育士・保育補助者 (人) 20.8 20.9 21.0 20.8
その他 (人) 5.3 5.2 5.9 5.9
人件費率 (％) 70.5 71.4 72.5 73.5
経費率 (％) 18.7 18.6 18.2 18.7
減価償却費率 (％) 3.2 3.0 3.1 3.1

サービス活動増減差額比率 (％) 7.6 7.0 6.2 4.7

従事者1人当たりサービス活動収益 (千
円) 5,396 5,409 5,488 5,521

従事者1人当たり人件費 (千
円) 3,802 3,861 3,978 4,057

赤字割合 (％) 13.4 15.4 17.2 －

従事者１人当たり人件費の上昇により利益率が微減傾向
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認定こども園（幼保連携型）の経営状況

保育所と比べ大きめの施設が多い。従事者1人当たり人件費は上昇傾向

H27
n=327

H28
n=416

H29
n=724

定員数 (人) 142.6 141.0 142.3
利用率 (％) 100.2 96.3 98.0

児童1人1日当たりサービス活動収益 (円) 95,589 101,282 103,824

1施設当たり従事者数 (人) 29.0 29.2 30.3
保育教諭・保育士・保育補助者 (人) 23.5 23.8 24.1
その他 (人) 5.5 5.4 6.2
人件費率 (％) 67.0 66.5 68.3
経費率 (％) 19.4 19.1 18.4
減価償却費率 (％) 3.5 3.2 3.4

サービス活動増減差額比率 (％) 10.0 11.1 9.9

従事者1人当たりサービス活動収益 (千円) 5,649 5,642 5,724

従事者1人当たり人件費 (千円) 3,787 3,755 3,909

赤字割合 (％) 10.7 8.2 10.2
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（参考）保育所の利用率の変化 （都道府県別）

Ø 平成27年度 利用率
（都道府県別）

Ø 平成29年度 利用率
（都道府県別）

H27は赤が目立ち、ほぼ青味がないが、H29は赤が減りやや青が存在。全国平均では差がほぼなかったが、地域別に
差が出てきている
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（参考）保育所の赤字割合 （都道府県別）

Ø 平成27年度 赤字割合
（都道府県別）

Ø 平成29年度 赤字割合
（都道府県別）

H27と比較するとH29の方が赤字割合は増加している地域も存在。利用率の低下と人件費上昇が影響


